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令和２年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和元年度実績に基づく評価） 作成日 令和 2 年 7 月 3 日
基本目標名 1 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり
政　策　名 1 産業振興で活力あるまちづくり
施　策　名 1 活力ある商業・鉱工業の振興と企業誘致の促進

施策関係課 観光立市推進課、都市整備課

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

市内の商業者数（商店数） 店 1,445 1,445

市内の製造業者数（従業員４人以上の事業所） 社 417 413

市内の勤労者数 人 54,618 54,618

創業塾受講者数 人 18 10

市内に進出を希望する企業数 社 34 25

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

目標 5 5 5 5

実績 3 10

目標 1.00 1.00 1.00 1.00

実績 1.03 0.99

目標 31.0 32.0 33.0 34.0

実績 25.1 25.2 東京商工リサーチのデータ

目標 100 105 110 115 佐野ハローワークのデータ

実績 96 92 市政に関するアンケート調査

目標 95 100 105 110 市民税課のデータ

実績 77 66 市民税課のデータ

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 H30 R1 R2 R3 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 H30 R1 R2 R3

目標 440 460 480 500 目標 100 105 110 115

実績 333 332 実績 96 92

目標 35 36 36 37 目標 15 16 17 18

実績 20 15 実績 19 23

目標 目標

実績 実績

目標 115 115 115 115 目標 95 100 105 110

実績 109 109 実績 77 66

目標 2,250 2,300 2,300 2,300 目標 2 3 4 5

実績 2,200 2,300 実績 0 0

目標 5 7 10 15 目標

実績 27 25 実績

目標 375 380 385 390 目標

実績 384 384 実績

目標 3,920 3,930 3,940 3,950 目標

実績 3,818 3,900 実績

目標 目標

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和元年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

一部未達成

全て未達成

全て達成

一部未達成

全て未達成

基本事業名 令和元年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況 基本事業名 基本事業の取組方針・成果指標達成状況

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

４．施策の基本情報
社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

市民 事業所 行政

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性

施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

政策体系
施策主管課長

産業立市推進課

小倉　浩史

施策の目
的

「対　象」

①市内の商業・鉱工業事業者
②市内の勤労者世代
③事業を起こそうとする者
④市内に進出を希望する企業

① 市内事業者の倒産件数 件

② 有効求人倍率 倍

③
福利厚生対策に満足している勤労
者の割合

％

成果指標の
取得方法

④ 起業届出件数（本社市内） 件

⑤ 起業届出件数（本社市外） 件

事業者に
対する支
援の充実

商業・鉱工
業事業者

経営の安定を図
る。 ①

制度融資利用件
数

件
起業活動
の支援

事業を起こ
そうとする
者

創業が図られる。
①

起業届出件数（本
社市内）

件

②
各種補助制度補
助件数

件 ② 創業相談件数 件

③ ③

雇用機会
の提供と
就労支援

就業を希
望する者

雇用の機会が提
供される。 ① 雇用協会会員数 社

企業誘致
の促進

企業 市内で操業しても
らう。 ①

起業届出件数
（本社市外）

件

②
求人情報誌配布
部数

部 ②
工場用地バンクを利
用した契約数（累計）

件

③
求人面接会等で
採用となった人数

人 ③

勤労者福
祉制度の
充実

勤労者 充実した福利厚生
を利用できる。 ①

両毛メート加入企
業数（佐野市分）

社 ①

②
両毛メート会員数
（佐野市分）

人 ②

③ ③

・制度融資実態を検証しつつ、市内中小企業及び小規模企業者へ経営の安定や設備投資な
どに必要な資金の借入れを支援する。
・合同就職面接会の開催や求人情報誌の配布等により積極的に雇用情報の提供を行い、ＵＩＪ
ターン就職を促進する。
・両毛地区勤労者福祉共済会の会員の加入を促進し、勤労者の福利厚生の充実を図る。
・起業活動促進のため、ワンストップ相談窓口などの創業支援事業計画に基づく支援に加え、
起業後のフォローを強化するなど、起業しやすい体制の充実を図る。
・企業誘致支援策の検証を行いつつ、工場用地バンクの登録を促進するとともに、新たな産業
用地確保に向けた関係機関等と具体的な協議を開始する。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
･台風被害の後においても少額の融資が多く、落ち着いた企業経営が見受けられた。
･合同面接会等における採用人数は順調に推移した。
･両毛地区勤労者福祉共済会のPR活動により、福利厚生の利用も順調に推移した。
･創業支援事業計画に基づく支援を図ったが、新たな産業用地の具体的な協議はできなかった。

【成果指標達成状況】
･災害や販売不振等により市内の倒産件数が増えた。
･コロナ禍の影響により、3月の有効求人倍率が大幅に下がり1.0を下回った。
･福利厚生対策に満足している勤労者の割合はわずかに上昇したものの目標には届かなかった。
･起業届出件数は、本社が市内、市外とも昨年より減少し、目標に届かなかった。

成果
指標

【基本事業の取組方針達成状況】
･少額融資が多く、落ち着いた経営を行う事業者の傾向が見ら
れた。
･事業者支援のため、財産権取得、販路拡大の補助を行った。
【成果指標達成状況】
･景気動向を踏まえ、融資件数、金額が前年、目標を下回っ
た。
･災害の影響もあり、補助件数は目標を大きく下回った。

【基本事業の取組方針達成状況】
･創業相談の充実を図り、創業支援事業計画に基づく創業者に対
する経営相談等補助金の要件を緩和した。
･実践創業塾等のセミナー開催の支援を行った。
【成果指標達成状況】
･創業相談件数は、目標を上回ったが、起業件数は減少となっ
た。
･実践創業塾は受講日程を変更したことにより、受講者数が減と
なった。

【基本事業の取組方針達成状況】
･合同面接会等を開催し、就職斡旋を支援した。
･雇用協会と連携し、求人情報誌の効果的な作成、配布に努め
た。
【成果指標達成状況】
･合同面接会等で目標以上の採用人数を確保できた。
･求人情報誌の配布数を増やし、関係機関に提供した。

【基本事業の取組方針達成状況】
･工場用地バンクの登録促進を図るため、不動産業者宛に登録
依頼通知を発送した。
･県産業政策課と新たな産業用地に向けた協議を行ったが、具体
的な方策を検討するまでには至らなかった。
【成果指標達成状況
･本社が市外の起業件数は目標には至らず、工場用地バンクの
登録件数も増えなかった。

【基本事業の取組方針達成状況】
･会員の加入促進を図るため、両毛地区勤労者福祉共済会の事業
運営を支援した。
【成果指標達成状況】
･加入企業数は目標を上回ったが、会員数は目標に届かなかった。

･活力ある商業･鉱工業の振興に向け、「事業者に対する支援の充実」として、市内の中小企業者が
低利な融資を受けられるような制度を構築し、中小企業の経営安定化と経営基盤強化を支援した。
･「雇用機会の提供と就労支援」では、求人情報誌の配布増により、雇用情報の充実が図られ、求人
面接会での採用人数が多く確保できた。
･「勤労者福祉制度の充実」では、両毛地区勤労者福祉共済会の事業運営に対する支援を行った。
･「起業活動の支援」では、創業支援事業計画に基づく創業相談の充実を図り、起業を支援するため
のセミナー等を開催した。
･「企業誘致の促進」に向けては、産業団地が平成30年度で分譲が完了しているため、新たな産業用
地の確保に向け、関係機関との協議、情報交換を行ったが、具体的な方向性を出すまでに至らな
かった。
･市内に進出を希望する希望数については、令和元年東日本台風の影響もあり、問い合せが減って
いる。
･新型コロナウイルス感染症の影響により市内の中小企業者の業績悪化、売上減少が顕著となって
いる。
･本施策の決算額は、平成30年度の16億1,921万円に対して令和元年度は15億2,440万円で、9,481
万円の減となっている。主な要因は緊急特別支援資金融資預託の減である。

【令和２年度で解決する課題】
･新型コロナウイルス感染症の影響による事業者向けの感染症
予防対策及び緊急経済対策

【令和３年度以降にも引き継がれる課題】
①中小企業の事業資金の円滑な借入と資金管理の支援
②UIJターンを視野に入れた雇用機会の提供と地域雇用の活性
化
③勤労者の福利厚生の充実を図るための勤労者福祉団体への
支援
④関係者間のネットワークを利用した創業支援体制の強化
⑤社会情勢を反映した企業誘致・新たな働き方支援への優遇制
度

【令和３年度重点課題】
⑥工場用地不足の解消及び新たな企業誘致の促進

①自然災害や感染症等の影響でも円滑な借入ができるよう
な制度構築を行い、事業者の資金管理の利便性を向上させ
る。
②UIJターンを見据え、新たに首都圏等の大学向けに雇用機
会の情報提供を行うとともに国の補助を導入し、人手不足等
の地域雇用の課題解決に取り組む。
③団体の収益事業の強化を図るとともに会員ニーズを把握
し、魅力のある福利厚生の事業展開を図ることを支援する。
④関係者間のネットワークを利用した創業支援を図るとともに
インキュベーションオフィスやコワーキングスペースの設置を
進める。
⑤先進自治体の取組を参考に、サテライトオフィスの誘致や
テレワークの推進を支援するため、工場以外を対象とした新
たな企業誘致等の取組に関する優遇制度を検討する。
⑥工業用地バンクの活用を進めるとともに新たな産業用地を
確保するための積極的な協議･調整を進める。

成果指標
設定の考え方

①市内事業者の倒産件数が少なければ、経営の
安定が図られていると考えて、指標として採用し
た。
②有効求人倍率により就労機会の状況が把握で
きるので、指標として採用した。。
③市内の勤労者に対し福利厚生対策に満足して
いるかアンケートを取ることにより、職場環境につ
いて状況を把握できると考え指標として採用した。
④事業が起こされている状態を把握する指標とし
て起業届出件数を把握することにより、事業の成
果向上が期待できるため指標として設定した。
⑤市内で新たに起業する件数を把握することで、
企業誘致の成果が把握できることから、指標として
採用した。

施策の目
的

「意　図」

①経営の安定を図る。
②就労機会の確保と職場環境の改善を図る。
③新規事業が起こされている。
④企業の誘致を促進する。

施
策

基
本
事
業

事業者に
対する支
援の充実

・制度融資の利用実態を検証
し、経営の安定や設備投資な
どに必要な資金の円滑な借入
れを支援する。

・市内中小企業及び小規模企
業者の事業拡大や経営基盤の
強化を支援する。

起業活動
の支援

・ワンストップ相談窓口や関係者
間のネットワークを活用して、創業
者の創業支援事業計画に基づく
創業支援を行う。

・起業を支援するためのセミナー
等の開催を支援する。

雇用機会
の提供と
就労支援

・合同就職面接会等の開催に
よりＵＩＪターン就職等を促進す
る。

・佐野地区雇用協会と協調し、
求人情報誌を効果的に配布す
ること等により雇用情報の提供
を行う。

企業誘致
の促進

・企業誘致支援策の検証を行い
つつ、工場用地バンクの登録を促
進する。

・新たな産業用地確保に向けた関
係機関等と具体的な協議を行う。

勤労者福
祉制度の
充実

・両毛地区勤労者福祉共済会
の事業運営に対して支援をし、
会員の加入を促進する。

施
策
の
基
本
情
報

・労働者の賃上げが地方にまで及んでいないため、消費拡大がみられない。
・市民からは雇用の場の創出が望まれているが、企業からは人材が集まらないと言われてい
る。
・全国的に産業団地の造成が進み、近隣では足利市、栃木市、小山市、野木町等で順次分譲
が始まり、企業誘致の自治体間競争が激化している。
･新型コロナウイルス感染症の影響により、市内中小企業者の業績悪化、売上減少が顕著と
なっていることから、市議会から事業者等へ経済対策、経営支援を講じるよう要望書が出され
た。
・国の月例経済報告では、景気は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい
状況にあるものの、このところ持ち直しの動きがみられるとされているが、地方は実感がなく、景
気対策が望まれている。また、売上額が減少した中小事業者向けの補助制度などの要望があ

・新規事業を起こす。
・市内事業所に勤務する。
・市内産品等を利用する。

・健全な事業経営を行う。
・経営基盤の強化、経営革新等に努
める。
・職場環境の改善に努める。
・雇用機会の創出に努める。
･感染症拡大防止を図るため新しい
生活様式を取り入れた予防対策を講
じる。

・商業・鉱工業の振興を支援する。
・就労機会の拡大を図る。
・両毛地区勤労者福祉共済会の支援
により雇用の安定を図る。
・創業支援をする。
･感染症拡大防止を図るための予防
対策を支援する。


